
 

 

根室市議会 3月定例月議会 

～ 代 表 質 問 ～ 
 

2017年 3月 13日、根室市議会 3月定例

月議会が開催され、各会派による代表質問

が行われました。今回は、日本共産党根室

市議会議員団から橋本竜一議員が登壇し

ました。その内容について一部を要約して

ご紹介します。 
* * * * * * * * * * * * * * * 

市として専門的な人材の確保を 
質問）高齢者や障がい者福祉、防災など各分

野で市民ﾆｰｽﾞが増大しており、それに対応し

たより効果的な施策を展開するためには、専

門的な人材の確保が必要。 

市長）地域的に有資格者などの確保が難しい

といった課題もあるが、新たな行政課題への

対応や市民ﾆｰｽﾞを的確にとらえ、人材の確

保・育成に鋭意努める。 
 

スポーツ施設の課題と今後の整備方針 
教育長）築 50 年以上経過する武徳殿をはじ

め、老朽化が進んでおりﾊﾞﾘｱﾌﾘｰにも対応し

ていない。公共施設等総合管理計画にもとづ

き計画的な改修・修繕に努め長寿命化を図る。 
 

公共施設等総合管理計画 
市長）各個別施設のあり方は利用者・地域と

の協議を進め、市民と行政がそれぞれの垣根

を越え、よい知恵を出し合い議論を尽くすこ

とが重要。単に公共施設の廃止・縮小だけに

主眼を置くのでなく、施設の複合化や長寿命

化、地域住民との協働による維持・管理の可

能性など総合的な視点でより最適な公共施

設等の配置に取り組む。 

 

公民館活動と地域コミュニティ活性化 
質問）公民館活動を一つの中核とした地域づ

くりに向け、市教委として今後どのような活

動を進めていくのか？ 

教育長）これまで行ったｱﾝｹｰﾄ調査結果等を

活かし、住民ﾆｰｽﾞの傾向を把握し、講座内容

の見直しなど住民の希望に沿った分館講

座・移動公民館講座の充実を図り、積極的に

地域の社会教育活動の支援に取り組む。 
 

社会教育主事の配置 
質問）社会教育主事の専門性を活かした計画

的な地域活動が推進できるように、公民館全

体の体制について留意する必要がある。 

教育長）公民館は地域住民の学習ﾆｰｽﾞや地域

の実情に応じた多様な学習機会の提供が求

められている。社会の要請に的確に対応した

取り組みや若者や働き盛り世代含め地域住

民全体が気軽に集えるｺﾐｭﾆﾃｨの拠点となる

公民館の役割は重要。世代に応じた学習プロ

グラムの充実など、社会教育主事の果たす役

割も一層重要になる。現在の社協主事の年齢

構成から後継者の育成が大きな課題になっ

ているため、計画的な職員配置・人材確保に

努める。 
 

ボランティア団体等の育成・支援 
質問）ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等の組織化や活動活性化

を進めるために、社会福祉協議会等と連携し

ながら、市としてﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの育成・支援を担

う組織体制を構築する必要がある。 

市長）養成講座の開催やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ連絡会の活

動支援を通じて、活動参加へのきっかけづく

りや人材区政など側面的な支援により、ﾎﾞﾗ

ﾝﾃｨｱ活動の活性化促進に努める。 

再質問）見守るだけで自発的に発展するのは

難しい。市の各担当部署による意識的な働き

かけとともに、市全体の状況を把握し調整す

る「司令塔」のような役割が必要。 

市長）市民団体の活動状況は文化ｻｰｸﾙやｽﾎﾟ

ｰﾂｻｰｸﾙを中心に多様な広がりがみられる。一

方、社協ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰに登録するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体

は、会員の高齢化や会員数の減少、中核とな

る人材不足により、団体登録数が減少してい

る。行政として側面的な支援をするとともに、

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体の活動状況の把握に努める。 

質問）2004 年につくられた「根室市まちづ

くり協働ﾌﾟﾗﾝ」でも、様々な課題が指摘され

ている。その後の経過が不明であり、ﾎﾞﾗﾝﾃ

ｨｱ団体がどのような課題を抱えているのか、

しっかりと把握し、必要であれば「まちづく

り協働ﾌﾟﾗﾝ」の見直しも行うべき。 
 

雇用・労働環境の向上に向けて 
質問）雇用・給与実態調査などを元に詳細な

調査分析や実態把握を行い、行政と企業が協

働して産業振興策と同様に労働環境の向上

につながる施策をすすめることは、若年者雇

用の定着としても重要。 

市長）雇用対策で重要なのは、企業・被雇用

者・学校・行政・労働団体等関係団体が雇用

に関する諸課題を共用し、施策を進めること。 

来年度「（仮称）根室市雇用対策協議会」を設

立し取り組んでいく。 
 

領土問題と地域振興の財源対策 
質問）隣接地域振興の財源確保にむけて具体

化を急ぎ、北隣協でとりまとめた「（仮称）

北方領土隣接地域振興交付金」など新たな対

策について、政府・国会を「着実に」動かし

ていく必要がある。 

市長）北方基金の取扱い等について北海道と

の間で見解の相違もあり、各省庁からも道が

本格的に関わっていないと指摘されてきた。

しっかりと腰をすえて取り組んでいく必要

がある。地域財源の確保について、沖縄と比

べて振興対策が脆弱であり、特別な交付金制

度などふくめ、北海道と北隣協で再度国へ要

請活動を行っていく。 
 

返還運動の後継者対策など諸課題 
質問）後継者対策について国がしっかりとし

た責任を負うことは当然だが、北隣協ふくめ

市として重点的に取り組むべき。またこれま

で担当大臣・沖北委員会などが地域を訪問す

るごとに「要望」を繰り返してきたが、その

中でも内政措置で解決可能と考えられる諸

問題については元島民をはじめ、返還運動団

体とともに戦略を再構築する必要がある。 

北方四島における共同経済活動 
答弁）北隣協として「北方四島における共同

経済活動」の実現に向けた取り組み方針を取

りまとめた。 

その具体化に向けた検討を

進めていくにあたり、これまで

の様々な取り組みの内容を検

証し、実のある成果が得られる

よう積極的に取り組む。 
 

保育士など子育て支援の人材確保 
答弁）将来児童数や入園・入所ﾆｰｽﾞを的確に

とらえ、人材確保対策をはじめ保育園が抱え

る問題について情報共有を図ることを目的

とした「連携会議」を設置し、有効な対策に

つなげたい。 
 

障がい者福祉について 
質問）2017 年度は障がい者計画等を策定す

るが、市内の現状や課題に対し、計画期間内

で何をどこまで実施するのかについて、市の

方針をわかりやすく明確に示す必要がある。 

市長）次期計画の策定には、現状と課題を整

理し、ｱﾝｹｰﾄ調査を実施し利用者ﾆｰｽﾞの把握

に努める。計画の方針とめざす施策の方向性

を利用者や関係機関などと共有することが

重要。 

質問）根室市全体の現状や課題の把握と対策

検討を日常的に進めていくことが市の障が

い福祉施策をしっかりと前進させていくた

めに重要。そのために自立支援協議会の活性

化と市の相談体制の強化が必要ではないか。 
 

「子どもの貧困」対策 
質問）子どもの貧困に関する今後の対策につ

いて、子育て支援対策と同様に庁内連携によ

る推進体制をすすめていくことが必要。 

市長）根室市での「子どもの貧困」に関する

実態調査を、2017 年度の早い段階で調査を

実施し、秋ごろに結果をまとめる予定。

2017 年度に「未来応援学習ｻﾎﾟｰﾄ事業」（学

習支援事業）を実施する予定。今後の対策は

調査結果の分析・検証を行い、有効な対策に

ついて庁内関係部署や関係機関との連携を

図り、貧困の解消に努めたい。 
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質問）就学援助費の入学準備金について全

国 80以上の市区町村で入学前に支給してい

ると報道された。 

教育長）それらの自治体から情報を得なが

ら、今後適切に判断したい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目の届かないところの苦労を 
 

2017年 3月 13日 

衆議院議員 畠山 和也 
 

東日本大震災から 6年となった 11日、私

は宮城県石巻市の追悼式に出席しました。 

 翌日には、復興公営住宅に入居された方

から現状もお聞きしました。 
 

長く住んだ仮設住宅にくらべて「広くてう

れしい」との一方で、「まわりに知ってる人が

いない」「ドアが防火のため重く、高齢者は

開けるのも一苦労」との声も。家賃の発生

や、介護保険・後期高齢者医療の支払いな

どで「仮設にいた時より、お金が 2 倍くらい

かかる」という方もいらっしゃいました。 

 40代の男性は病気がきっかけで退職を迫

られ、今は非正規の軽作業職場で働いて

いますが「いつ仕事がなくなるかと不安」。 

報道など目の届かないところに、苦労を

抱えている人がいることを議員は訴えてほ

しいとの要望も受けました。 
 

 石巻市中心部から小 1時間ほどの鮎川地

域にも足を運びました。金華山への玄関港

となる地域ですが、驚いたことに、まったく

盛り土さえ進んでいません。まさに復興の

「ふ」の字も見えない状況です。仮設商店

街での食堂主からは「こんなに時間がかか

るとは思わなかった」「新しい町ができるころ

に、何軒の店が残れるか」との厳しい意見

も。政治の責任の重さを痛感しました。 
 

 安倍首相は、震災復興は「一定の節目を

超えた」認識だと報じられました。誰の立場

で「節目」などと言っているのでしょう。 

被災者に「最後まで寄り添う」と、首相は

言っていたのではなかったか。しっかり国会

で訴えたい。 
  

 


